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第１章 総

） 

この規程

（以下「番

という。）並

務省所管事

ライン」と

番号及び特

とにより、

） 

この規程

個人情報 

その他の記

することが

。）をいう

個人番号 

られる番号

指定される

特定個人情

号、記号そ

人情報をい

個人情報フ

であって、

特定個人情

個人情報取

に供してい

ア 国の機関

 地方公共

ウ 独立行政

エ その取り

が少ないも

保有個人デ

停止、消去及

って、その存

情報の保護

の以外のも

個人番号利

理する者が

士会特定個

総則 

程は、行政手続

号法」とい

並びに特定

事業分野にお

いう。）に

特定個人情報

特定個人情

程における次

生存する個

記述等により

ができ、それ

。 

番号法第

号であって、

ものをいう

情報 個人番

の他符号で

いう。 

ファイル 個

行政機関及

情報ファイル

取扱事業者 

いる者をいう

関 

共団体 

政法人等 

扱う個人情

のとして個

データ 個人

及び第三者へ

存否が明らか

護に関する法

のをいう。

利用事務 行

が番号法第９

個人情報等取

続における

う。）及び

個人情報の

おける個人情

基づき、山

報（以下「特

情報等の適正

次の各号に掲

個人に関す

特定の個人

により特定

７条第１項又

当該住民票

。 

番号（個人番

であって、住

個人情報保護

及び独立行政

ル 個人番号

次に掲げ

。 

情報の量及び

個人情報に関

人情報取扱事

への提供の停

かになるこ

法律施行令で

 

行政機関、地

９条第１項又

取扱規程

特定の個人

び個人情報の

の適正な取扱

情報保護に関

山形県司法書

特定個人情報

正な取扱いを

掲げる用語の

る情報であ

人を識別する

の個人を識

又は第２項

コードが記

番号に対応

住民票コード

護法第２条

政法人等以外

号をその内容

る者を除い

び利用方法か

関する法律施

事業者が、

停止を行う

とにより公

で定めるもの

地方公共団

又は第２項の

山

人を識別する

の保護に関す

扱いに関する

関するガイド

書士会（以下

報等」という

を確保するこ

の定義は、当

って、当該

ることができ

識別すること

の規定によ

記載された住

し、当該個

ド以外のもの

第２項に規

外の者が保有

容に含む個

た、個人情

からみて個人

施行令で定め

開示、内容

ことのでき

公益その他の

の又は６か

体、独立行

の規定によ

山形県司法書士会

るための番号

する法律（以

るガイドライ

ドライン（以

下「当会」と

う。）の具体

ことを目的と

当該各号に定

該情報に含ま

きるもの（他

ができるこ

り、住民票

住民票に係る

個人番号に代

のを含む。）

規定する個人

有するものを

人情報ファ

情報データベ

人の権利利益

める者 

容の訂正、追

きる権限を有

の利益が害さ

月以内に消

行政法人等そ

りその保有

会特定個人情報等

号の利用等に

以下「個人情

イン（事業者

以下、併せて

という。）に

体的な取扱い

とする。 

定めるとおり

まれる氏名、

他の情報と容

こととなるも

票コードを変

る者を識別す

代わって用い

をその内容

人情報データ

をいう。 

ァイルをいう

ベース等を事

益を害する

追加又は削除

有する個人デ

されるものと

消去すること

その他の行政

有する特定個

等取扱規程 
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に関する

情報保護

者編）及

て「各ガ

における

いを定め

りとする。 

生年月

容易に照

ものを含

変換して

するため

いられる

容に含む

タベース

う。 

事業 の

おそれ

除、利用

データで

として個

ととなる

政事務を

個人情報



 

フ

号

(9) 

わ

(10) 

の

(11) 

の

(12) 

務

（適用

第３条 

２ こ

（個人番

第４条 

 

（特定個

第５条 

者を置

２ 特定

３ 特定

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

（事務取

第６条 

２ 事務

３ 事務

(1) 

担

(2) 

類

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

ァイルにお

を利用して

個人番号関

れる他人の

個人番号

全部又は一

個人番号

全部又は一

従業者 

に従事して

関係） 

この規程

の規程は、

番号を取り

当会が個

第２章 組

個人情報等

当会は、特

置く。 

定個人情報

定個人情報

特定個人情

事務取扱責

特定個人情

その他当会

取扱責任者

当会は、

務取扱責任

務取扱責任

事務取扱担

当者への助

特定個人情

・電子媒体

特定個人情

特定個人情

委託先にお

特定個人情

特定個人情

その他所管

おいて個人情

て処理する事

関係事務 番

の個人番号を

号利用事務実

一部の委託を

号関係事務実

一部の委託を

当会の組織

ている者をい

程は、当会の

当会が取り

扱う事務の

人番号を取

組織体制 

管理責任者

特定個人情

報等管理責任

報等管理責任

情報等の取扱

責任者からの

情報等の安全

会における特

） 

別表に定め

任者は、経理

任者は、次の

担当者が行

助言・指導 

情報ファイル

体等の設置・

情報等の取扱

情報等の取扱

おける特定個

情報等管理責

情報等の安全

管部署におけ

情報を効率的

事務をいう。

番号法第９条

を必要な限度

実施者 個人

を受けた者を

実施者 個人

を受けた者を

織内にあって

いう。 

の全ての従業

扱う全ての

の範囲） 

取り扱う事務

者） 

報等の安全

任者は、総務

任者は、次の

扱いに関する

の報告徴収及

全管理に関す

特定個人情報

める事務にお

理部長とする

の各号に掲げ

う特定個人情

ルを取り扱

保管場所の

扱区分及び権

扱状況の把握

個人情報等の

責任者に対す

全管理に関す

ける特定個人

的に検索し、

 

条第３項の

度で利用して

人番号利用事

をいう。 

人番号関係事

をいう。 

て直接又は間

業者に適用す

の特定個人情

務の範囲は、

全管理を統括

務担当副会長

の各号に掲げ

る安全管理措

及び事務取扱

する教育・研

報等の安全

おける責任者

る。 

げる業務を所

情報等に関

う情報シス

の指定及び変

権限の設定及

握 

の取扱状況

する報告 

する教育・研

人情報等の

及び管理す

規定により

て行う事務を

事務を処理

事務を処理

間接に当会

する。 

情報等に適用

別表のとお

括する者とし

長とする。

げる業務を所

措置の決定

扱責任者へ

研修の企画

管理に関す

者として、事

所管する。

する事務の

テム及び特

変更 

及び変更 

等の監督 

研修の実施

安全管理に

するために必

個人番号利

をいう。 

する者及び

する者及び

の指揮監督

用する。 

おりとする。

して、特定個

所管する。 

及び従業者

の助言・指

 

る事項 

事務取扱責任

の実施に係る

特定個人情報

 

関する事項

必要な限度で

利用事務に関

び個人番号利

び個人番号関

督を受けて当

 

個人情報等管

者への周知 

指導 

任者を置く。

る承認及び事

報等が記録さ

項 
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で個人番

関して行

利用事務

関係事務

当会の業

管理責任

。 

事務取扱

された書



 

（事務取

第７条 

２ 事務

務取

３ 事務

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

４ 事務

紙１

（問合せ

第８条 

備し

２ 問合

 

（適正

第９条 

（利用

第１０条

を特

２ 当会

理的

（利用

第１１

その利

２ 当会

のと

（提供

第１２条

の個

求め

（提供

第１３

し、個

こと

（提供

取扱担当者

当会は、

務取扱担当

扱責任者が

務取扱担当

個人番号の

特定個人情

各種法定調

個人番号の

その他前各

務取扱担当

の誓約書を

せへの対応

当会は、特

、問合せが

合せへの対

第３章 特

な取得） 

当会は、

目的の特定

条 当会は

定するもの

会は、利用

に認められ

目的の通知

条 当会は

利用目的を

会は、利用

する。 

の要求） 

条 当会は

人番号関係

るものとす

を求める時

条 個人番

個人番号関係

ができる。

の求めの制

） 

別表に定め

者は、その

が選任する。

者は、次の

の取得及び本

情報ファイル

調書・申請書

の削除、機器

各号に掲げる

者は、特定

を提出しなけ

） 

特定個人情報

があったとき

対応の責任者

特定個人情報

偽りその他

） 

、個人番号

のとする。 

目的を変更

れる範囲を超

） 

は、個人番号

、本人に通

目的を変更

、個人番号

係事務実施者

する。 

期） 

番号の提供を

係事務が発

 

限） 

める事務に従

役割及び取

 

の各号に掲げ

本人確認並び

ルの作成及び

書・届出書等

器及び電子媒

る業務に附帯

定個人情報等

ければならな

報等の取扱

きは、適切か

者は、特定個

報等の取得、

他不正の手段

を取得する

する場合に

超えて行って

号を取得する

通知するもの

した場合は

関係事務を

者若しくは個

を求める時期

生すること

従事する者と

取り扱う特定

げる業務を所

びにその保管

び内容の更新

等の作成及び

媒体等の廃棄

帯又は関連す

等に関する事

ない。 

いに関する

かつ迅速な対

個人情報等管

保管、利用

段により個人

に当たって

には、変更前

てはならない

る場合は、別

のとする。

は、変更され

を処理するた

個人番号利用

期は、個人番

が明らかな

として、事務

定個人情報等

所管する。

管 

新 

び行政機関

棄 

する事項 

事務を取り扱

問合せへの

対応に努める

管理責任者と

用、提供、廃

人番号を取得

ては、別表に

前の利用目的

い。 

別紙２の利用

れた利用目的

ために必要が

用事務実施

番号関係事務

なときは、事

務取扱担当者

等の範囲を明

等への提出

扱うにあたり

の対応につい

るものとする

とする。 

廃棄 

得してはなら

に定める事務

的と相当の関

用目的通知書

的について、

がある場合に

者に対して

務が発生した

事前に個人番

者を置く。 

明確にした上

出 

り、当会に対

いて必要な体

る。 

らない。 

務の範囲で利

関連性を有す

書によりあら

本人に通知

に限り、本人

て個人番号の

たときとする

番号の提供を

3 

上で、事

対し、別

体制を整

利用目的

すると合

らかじめ

知するも

人又は他

の提供を

る。ただ

を求める



 

第１４条

こと

（収集制

第１５

収集

（本人確

第１６

ると

（正確性

第１７条

の内

（保管制

第１８

保管

（利用

第１９

本人

２ 前項

って

事務

（特定個

第２０

ァイル

（特定個

第２１条

第三者

（廃棄）

第２２

て定

除す

 

（委託先

第２３

るこ

２ 当会

切な

３ 当会

託先

条 当会は

ができる場

制限） 

条 当会は

してはなら

確認） 

条 当会は

きは、番号

性の確保）

条 当会は

容に保つよ

制限） 

条 当会は

してはなら

目的を超え

条 当会は

の同意があ

項の規定に

、本人の同

を処理する

個人情報フ

条 当会は

ルを作成す

個人情報の

条 当会は

者に提供し

） 

条 当会は

められてい

るものとす

第４章 委

先の監督）

条 当会は

とができる

会は、委託先

監督を行う

会は、委託先

を選定し、

、番号法第

場合を除き、

は、番号法第

ない。 

は、第１２条の

号法第１６条

 

、利用目的

う努めなけ

は、番号法第

ない。 

た個人番号

は、利用目的

ったとして

かかわらず

意があり、

目的で保有

ァイルの作

は、個人番号

するものとす

提供制限）

、番号法第

してはならな

は、個人番号

る保存期間

する。 

委託の取扱い

 

は、別表に定

。 

先において

こととする

先における特

委託先との

１９条各号

個人番号の

１９条各号

の規定に基

条の規定に従

の達成に必

ければならな

１９条各号

号の利用禁止

的の範囲内で

ても、利用目

ず、人の生命

又は本人の

有している個

作成の制限）

号関係事務を

する。 

 

１９条各号

ない。 

号関係事務を

間を経過した

い 

定める事務に

安全管理が

。 

特定個人情

の間で特定個

のいずれか

の提供を求め

号のいずれか

づき本人又

従い、本人確

必要な範囲内

ない。 

号のいずれか

止） 

でのみ個人番

目的を超えて

命、身体又は

の同意を得る

個人番号を利

 

を処理するた

号のいずれか

を処理する必

た場合は、個

について、税

が図られるよ

報等の保護

個人情報等の

かに該当して

めてはならな

かに該当する

又はその代理

確認を行うも

内において、

かに該当する

番号を利用す

て特定個人情

は財産の保護

ることが困難

利用すること

ために必要な

かに該当する

必要がなくな

個人番号をで

税理士及び社

よう、委託を

護体制が十分

の取り扱いに

て特定個人情

ない。 

る場合を除き

理人から個人

ものとする。

特定個人情

る場合を除き

するものとす

情報を利用し

護のために必

難であるとき

とができる。

な範囲に限り

る場合を除き

なった場合で

できるだけ速

社会保険労務

を受けた者に

分であること

に関する委託

情報の提供を

き、特定個人

人番号の提供

 

情報を正確か

き、特定個人

する。なお、

してはならな

必要がある場

きは、個人情

 

り、特定個人

き、特定個人

で、所管法令

速やかに廃棄

務士に業務を

に対する必要

とを確認した

託契約を締結
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を受ける

人情報を

供を受け

かつ 新

人情報を

たとえ

ない。 

場合であ

情報関係

人情報フ

人情報を

令におい

棄又は削

を委託す

要かつ適

た上で委

結する。 



 

４ 委託

規定

（委託先

第２４条

しな

① 紙媒

原則

② 電子

情報

送受

 

（特定個

第２５条

ル管

ァイ

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

（情報漏

第２６

る手法

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

（取扱状

第２７

個人

２ 当会

もの

（事務取

託先が当会

を準用する

先への特定

条 当会は

ければなら

媒体の場合

則対面での

子媒体の場

報セキュリ

受信は行わ

第５章 安

第１節 

個人情報フ

条 当会は

理台帳を備

ル管理台帳

氏名 

特定個人情

本人確認方

本人確認し

情報システ

利用・出力

法定調書や

漏えい等事

条 当会は

法等により

事実関係の

影響を受け

特定個人情

再発防止策

事実関係及

状況の把握

条 当会は

情報等の取

会は、前項

とする。 

第２節 

取扱担当者

の許諾を得

。 

個人情報等

、委託先に

ない。 

合 

手渡しで行

場合 

ティシステ

ない。 

安全管理措置

組織的安全

ァイルの取

、特定個人

備え、次の各

帳には、特定

情報の取得日

方法 

した事務取扱

テムへの入力

力状況 

や情報システ

案への対応

は、情報漏え

、適切かつ

の調査及び原

ける可能性の

情報保護委員

策の検討及び

及び再発防止

握及び安全管

は、第２５条

取扱状況を把

の確認の結

人的安全管

の監督及び

得て再委託す

等の提供）

対して特定

行い、郵送す

ムに守られ

置 

全管理措置

取扱状況の記

情報ファイ

各号に掲げる

定個人情報等

日 

扱担当者 

力日・本人確

テムの特定個

応） 

い等の事案

つ迅速な対応

原因の究明

のある本人へ

員会及び主務

び決定 

止策等の公表

管理措置の見

に定める取

把握するもの

結果に基づき

管理措置 

び教育） 

するときには

定個人情報を

する場合は簡

れた情報機器

記録） 

ルの取扱状

る事項を記録

等は記載しな

確認書類の廃

個人情報フ

案の発生又は

応を行うもの

への連絡 

務大臣等へ

表 

見直し） 

取扱状況の記

のとする。

き、安全管理

は、再委託先

を提供する場

簡易書留を利

器を利用し、

状況を確認す

録するものと

ないものとす

廃棄日 

ァイルの削

は兆候を把握

のとする。

の報告 

記録を定期的

理措置の評価

先の監督につ

場合には、以

利用する。 

原則として

するため、特

とする。なお

する。 

除・廃棄の

握した場合は

的に確認する

価、見直し及

ついては、第

以下の方法で

て電子メール

特定個人情報

お、特定個人

の状況 

は、次の各号

ることにより

及び改善に取

5 

第２項の

で送受信

ルによる

報ファイ

人情報フ

号に掲げ

り、特定

取り組む



 

第２８条

担当者

２ 当会

に、

（従業者

第２９条

期的

２ 当会

し、

（従業者

第３０条

みだ

２ 特定

旨を

（特定個

第３１

を管理

する

もの

(1) 

(2) 

（機器及

第３２

体及

る。 

(1) 

(2) 

キ

（電子媒

第３３

の各

の安全

又は取

等に留

(1) 

る

タ

(2) 

条 当会は

者に対して

会は、事務取

適切な教育

者への周知

条 当会は

な研修等を

会は、この規

特定個人情

者の義務）

条 当会の

りに他人に

定個人情報

特定個人情

第３節 

個人情報等

条 当会は

理する区域

区域（以下

とする。 

管理区域に

取扱区域に

及び電子媒

条 当会は

び書類等の

特定個人情

特定個人情

ュリティワ

媒体等を持

条 当会は

号に例示す

全な方策を

取扱区域の

留意するも

特定個人情

保護、施錠

で提出する

特定個人情

、特定個人

て必要かつ適

取扱担当者

育を行うもの

徹底） 

、従業者に

を行うものと

規程その他

情報等につい

 

従業者又は

に知らせ、又

報等の漏えい

情報等管理責

物理的安全

を取り扱う

は、特定個人

域（以下「管

「取扱区域

においては、

においては、

媒体等の盗難

は、管理区域

盗難又は紛

情報等を取り

情報ファイル

イヤー等に

ち出す場合

は、特定個人

する容易に個

講ずるもの

外へ移動さ

のとする。

情報等が記録

できる搬送

にあたって

情報等が記載

情報等がこ

適切な監督を

に対し、特

のとする。

対し、特定

する。 

他の内部規程

いての秘密保

は従業者であ

又は不当な目

い、滅失若し

責任者に報告

全管理措置

区域の管理

情報等の情

理区域」と

域」という。

セキュリテ

、壁又は間仕

難等の防止）

域及び取扱区

紛失等を防止

り扱う書類等

ルを取り扱

により固定す

合の漏えい等

情報等が記

個人番号が判

のとする。な

せることを

 

録された電子

送容器の使用

ては、行政機

載された書類

の規程に基

を行うものと

定個人情報

個人情報等

程における定

保持に関する

あった者は、

目的に使用し

しくは毀損の

告するものと

理） 

情報漏えい等

いう。）及

）を当会会

ティシステ

仕切り等の設

 

区域における

止するため、

等は、施錠で

う情報シス

する。 

等の防止）

記録された電

判明しない措

なお、「持出

をいい、事業

子媒体は、

用等を行う。

機関等が指定

類等は、封

基づき適正に

とする。 

報等の適正な

等の取扱いに

定め、誓約書

る事項を周知

業務上知り

してはならな

の発生又は兆

とする。 

等を防止する

及び特定個人

会館とし、次

ムによる防

設置及び座

る特定個人情

次の各号に

できるキャビ

テムが機器

電子媒体又は

措置の実施、

出し」とは、

業所内での移

持出しデー

ただし、行

定する提出方

緘、目隠し

に取り扱われ

な取扱いを周

に関する留意

書の徴収等に

知徹底するも

得た特定個

ない。 

兆候を把握し

るため、特定

人情報等を取

次の各号に掲

犯管理を行

席配置等の

情報等を取り

に掲げる措置

ビネット・書

器で運用され

は書類等を持

追跡可能な

特定個人情

移動等であっ

ータの暗号化

行政機関等に

方法に従う。

シールの貼

れるよう、事

周知徹底する

意事項等につ

により、従業

ものとする。

個人情報等の

した従業者は

定個人情報フ

取り扱う事務

掲げる措置を

行う。 

の工夫を行う

り扱う機器、

置を講ずるも

書庫等に保管

れている場合

持ち出す場合

な移送手段の

情報等を、管

っても、紛失

化、パスワー

に法定調書等

。 

貼付等を行う

6 

事務取扱

るととも

ついて定

業者に対

。 

の内容を

は、その

ファイル

務を実施

を講ずる

う。 

電子媒

ものとす

管する。 

合は、セ

合は、次

の利用等

管理区域

失・盗難

ードによ

等をデー

う。 



 

(3) 

追

（個人番

第３４

に掲

(1) 

能

(2) 

削

(3) 

容

２ 当会

につ

３ 当会

を取

た情

ける廃

（外部か

第３５

ス又

用す

(1) 

不

(2) 

ェ

(3) 

ト

(4) 

ウ

(5) 

（情報漏

第３６

経路

(1) 

(2) 

デ

 

特定個人情

跡可能な移

番号の削除

条 当会は

げる方法に

特定個人情

な手段によ

特定個人情

除ソフトウ

特定個人情

易に復元で

会は、前項

いて、証明

会は、保存期

り扱う情報

報システム

廃棄を前提

第４節 

からの不正

条 当会は

は不正ソフ

るものとす

情報システ

正アクセス

情報システ

ア等）を導

導入したセ

ウェアの有

機器やソフ

ェア等を

ログ等の分

漏えい等の

条 当会は

における情

通信経路に

情報システ

ータの暗号

第６章 特

提供の停

情報等が記載

移送手段を利

除、機器及び

は、第２２条

よるものと

情報等が記載

る。 

情報等が記録

ェアの利用

情報ファイル

できない手段

の廃棄又は

明書等により

期間経過後

報システムに

を構築し、

提とした手続

技術的安全

アクセス等

は、情報シス

トウェアか

する。 

テムと外部ネ

を遮断する

テム及び機器

導入する。 

セキュリティ

有無を確認す

フトウェア等

新状態とす

分析を定期的

防止） 

は、特定個人

情報漏えい等

における情報

テム内に保存

号化又はパス

特定個人情報

停止 

載された書類

利用する。

び電子媒体等

の規定に基

し、削除又

載された書類

録された機器

用又は物理的

ル中の個人番

段による。

削除を委託

確認する。

に速やかに

においては、保

個人番号が

続を定めるも

全管理措置

等の防止）

テムをネッ

から保護する

ネットワーク

る。 

器にセキュ

ィ対策ソフ

する。 

等に標準装備

する。 

的に行い、不

情報等をイ

等を防止する

報漏えい等の

存されてい

スワードによ

報等に係る保

類等を郵送

等の廃棄）

基づき個人番

又は廃棄した

類等を廃棄

器及び電子

的な破壊等の

番号又は一

託する場合は

 

に個人番号を

保存期間経

が記載された

ものとする。

ットワークに

るため、次の

クとの接続

リティ対策

トウェア等

備されてい

不正アクセ

ンターネッ

るため、次の

の防止策と

る特定個人

よる保護等を

保有個人デー

等により発

番号を廃棄又

た記録を保存

する場合は

媒体等を廃

の復元不可能

部の特定個

は、委託先が

を廃棄又は削

経過後におけ

た書類等につ

 

に接続した場

の各号に掲げ

箇所に、フ

ソフトウェ

により、入

る自動更新

ス等を検知

ット等により

のいずれかの

して、通信

情報等の情

を行う。 

ータの開示、

発送するとき

又は削除する

存するものと

は、焼却又は

廃棄する場合

能な手段によ

個人情報等を

が確実に削除

削除するため

ける個人番号

ついては、保

場合は、外部

げる仕組みを

ァイアウォ

ア等（ウイ

入出力データ

新機能等の活

する。 

り外部に送信

の措置を講ず

経路の暗号

情報漏えい等

訂正等、利

きは、簡易書

る場合は、次

とする。 

は溶解等の復

合は、専用の

よる。 

を削除する場

除又は廃棄し

め、特定個人

号の削除を前

保存期間経過

部からの不正

を導入し、適

ォール等を設

イルス対策ソ

タにおける不

活用により、

信する場合は

ずるものとす

号化等を行う

等の防止策と

利用停止等、

7 

書留等の

次の各号

復元不可

のデータ

場合は、

したこと

人情報等

前提とし

過後にお

正アクセ

適切に運

設置し、

ソフトウ

不正ソフ

ソフト

は、通信

する。 

う。 

として、

第三者



 

（開示）

第３７条

れた場

があ

を開示

合は

(1) 

(2) 

(3) 

２ 当会

は一部

する

（第三者

第３８

が、第

提供

に理

タの第

ータ

とが

をと

 

（禁止事

第３９

を禁止

(1) 

(2) 

れ

（処分等

第４０

して処

２ 前項

るも

   

 この規

） 

条 当会は

場合は、本

るときは、

示するもの

、その全部

本人又は第

当会の業務

法令に違反

会は、前項の

部について

ものとする

者提供の停

条 当会は

第２１条の規

の停止（以

由があるこ

第三者提供

の第三者提

困難な場合

るときは、

第７章 そ

事項） 

条 当会は

止する。 

業務上の必

業務上の必

た特定個人

等） 

条 当会は

処分を決定

項の場合で

のとする。

附 則 

規則は、平

、本人から

人に対し、

当該方法）

とする。た

部又は一部を

第三者の生命

務の適正な実

反することと

の規定に基づ

開示しない

。 

止） 

は、本人から

規定に違反

下「第三者

とが判明し

供の停止を行

提供の停止に

合であって、本

この限りで

の他 

は、従業者に

必要なく取扱

必要及び権限

人情報等を記

は、この規程

定するものと

、当会に損

 

平成２８年３

、特定個人

書面の交付

により、遅

だし、開示

を開示しない

命、身体、財

実施に著しい

となる場合。

づき求められ

い旨の決定を

、当該本人

して第三者

者提供の停止

したときは、

行うものとす

に多額の費用

本人の権利利

でない。 

対し、特定

扱区域に立ち

限がなく特定

記録すること

程に違反した

する。 

害が生じた

月１２日（

情報等に係

付による方法

遅滞なく、当

示することに

いことができ

財産その他

い支障を及

。 

れた特定個

をしたときは

が識別され

者に提供され

止」という。

遅滞なく、

する。ただし

用を要する場

利益を保護

定個人情報を

ち入ること。

定個人情報

と。 

た従業者に対

た場合は、違

（理事会決議

係る保有個人

法（開示の求

該特定個人

により、次の

きる。 

の権利利益

ぼすおそれ

人情報等に

は、本人に対

れる特定個人

れているとい

）を求めら

当該特定個

し、当該特定

場合その他

護するために

を保護するた

。 

ファイルに

対して法令、

違反した従業

議の日）から

人データにつ

求めを行った

人情報等に係

の各号のいず

を害するお

がある場合

に係る保有個

対し、遅滞な

人情報等に係

いう理由によ

られた場合で

個人情報等に

定個人情報等

の第三者提

に必要なこれ

ために、次の

にアクセス又

職員就業規

業者に対し、

ら施行する。

ついて開示を

た者が同意し

係る保有個人

ずれかに該当

おそれがある

合。 

個人データの

なく、その旨

係る保有個人

よって、第三

であって、そ

に係る保有個

等に係る保有

提供の停止を

れに代わるべ

の各号に掲げ

又は閲覧し、

規程、契約等

損害賠償を
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を求めら

した方法

人データ

当する場

る場合。 

の全部又

旨を通知

人データ

三者への

その求め

個人デー

有個人デ

を行うこ

べき措置

げる事項

保管さ

等に照ら

を請求す
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別表（第４条、第６条、第７条、第１０条関係） 

１ 源泉徴収票作成事務等 

２ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書、給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配

偶者特別控除申告書作成事務等 

３ 給与支払報告書作成事務等 

４ 給与支払報告・特別徴収にかかる給与所得者異動届出書作成事務等 

５ 特別徴収への切替申請書作成事務等 

６ 退職手当金等受給者別支払調書作成事務等 

７ 退職所得の受給に関する申告書作成事務等 

８ 健康保険、厚生年金保険届出事務等 

９ 国民年金第３号届出事務等 

10 健康保険、厚生年金保険申請・請求事務等 

11 雇用保険届出事務等 

12 雇用保険申請・請求事務等 

13 報酬、料金、契約及び賞金の支払調書作成事務等 

14 不動産の使用料等の支払調書作成事務等 

15 その他上記１～14 の事務に関連する事務
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別紙１ 

特定個人情報等に関する誓約書 

 

平成  年  月  日 

山 形 県 司 法 書 士 会 

会 長       殿 

 

住 所                    

 

氏 名               印  

 

 

 私は、以下の事項を遵守することを誓約いたします。 

 

（特定個人情報等取扱規程等の遵守） 

第１条 私は、山形県司法書士会特定個人情報等取扱規程を遵守します。 

２ 特定個人情報に関する法令等に関連して、今後の改正や就業規則等の変更があ

った場合はこれに応じます。 

 

（退職後の秘密保持） 

第２条 特定個人情報については、山形県司法書士会を退職した後においても、開

示、漏洩もしくは使用しないことを約束致します。 

 

（損害賠償） 

第３条 前条項に違反して、山形県司法書士会の特定個人情報を開示、漏洩もしく

は使用した場合、法的な責任を負担するものであることを確認し、これにより山

形県司法書士会が被った一切の損害を賠償することを約束致します。 

以上
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別紙２ 

 

平成  年  月  日 

          殿 

                        山 形 県 司 法 書 士 会 

                         会 長   

 

個人番号利用目的通知書 

 

当会は、貴殿及び貴殿の扶養家族の個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に定める個人番号を言います。）を以下の目的で利用い

たします。 

 

１ 源泉徴収票作成事務等 

２ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書、給与所得者の保険料控除申告書兼給

与所得者の配偶者特別控除申告書作成事務等 

３ 給与支払報告書作成事務等 

４ 給与支払報告・特別徴収にかかる給与所得者異動届出書作成事務等 

５ 特別徴収への切替申請書作成事務等 

６ 退職手当金等受給者別支払調書作成事務等 

７ 退職所得の受給に関する申告書作成事務等 

８ 健康保険、厚生年金保険届出事務等 

９ 国民年金第３号届出事務等 

10 健康保険、厚生年金保険申請・請求事務等 

11 雇用保険届出事務等 

12 雇用保険申請・請求事務等 

13 その他上記１～12 の事務に関連する事務 

 


